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平成28年5月1日　現在
大分類 中分類 小分類 所管課

企画部　行財政改革推進課

企画部　企画課

財政部　財政課

2 業務手順の改善 企画部　行財政改革推進課

②アウトソースの活用 3 アウトソースの活用 企画部　行財政改革推進課

(2)施設の最適化 ①施設の質と量の適正化 4
公共施設等総合管理計画の推
進

経営改革室　経営改革課

(1)歳入の確保 ①自主財源の確保 5 負担の公平性の確保（市税） 財政部　納税・債権管理課

6
負担の公平性の確保（市税以
外）

財政部　財政課

②受益と負担の適正化 7 使用料の見直し 文化スポーツ部　文化振興課

(2)歳出の適正化 8
国民健康保険特別会計の経営
健全化

保健部　国民健康保険課

水と緑の部　河川・下水道管理課

水と緑の部　河川・下水道整備課

経営改革室　経営改革課

経済部　　　　農政課

福祉部　福祉政策課

福祉部　介護福祉課

福祉部　地域支えあい課

保健部　国民健康保険課

保健部　疾病予防課

保健部　保健医療課

保健部　リハビリテーション病院

(1)人事制度の適正化 ①人事制度 14 分限制度の適正な運用 総務部　人事課

15 人材の確保 総務部　人事課

総務部　人事課

総務部　職員課

企画部　行財政改革推進課

総務部　人事課

総務部　人材育成担当室

(2)組織・定員の適正化 ①組織編制 18 効率的な組織体制の構築 企画部　行財政改革推進課

②定員 19 定員適正化の推進 企画部　行財政改革推進課

企画部　企画課

企画部　行財政改革推進課

市民部　ボランティア・NPO課

行財政改革大綱　第2次アクションプラン　プログラム一覧

(1)事務事業の最適化 ①事業・業務の効率化 1 事務事業の分析・見直し

改革プログラム

　
1
効
率
的
な

　
　
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
推
進

3
最
適
な
執
行
体
制
の
確
立

(3)協働の推進 ①推進体制の整備 20 協働推進体制の構築

16 人材の有効活用

②人事管理

17 人材育成の推進③人材育成

2
財
政
の
健
全
化

13 病院事業会計の経営健全化

下水道事業特別会計の経営健
全化

①特別会計・公営事業
　会計の経営健全化

9

10
地方卸売市場事業特別会計の
経営健全化

11
介護保険特別会計の経営健全
化

12
後期高齢者医療特別会計の経
営健全化

行財政改革大綱 第2次アクションプラン



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・　主要な事業における事業指標の可視化
・　平成28年度部目標・課目標の取りまとめ
・　部目標・課目標設定シートの改善

目　標 結　果

・　主要な事業に関する評価の試行的実施
・　平成29年度の部目標・課目標の取りまとめ

平
成
29
年
度

1

①　主要な事業について、事業別行政コスト計算書を活用しつつ、評価を試行的に行う。
②　平成29年度の部目標・課目標の設定。

自己評価

№

1

所管課

　企画部　企画課、行財政改革推進課
　財政部　財政課

新規・継続の別

継続

プログラム名

事務事業の分析・見直し

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
効率的な市民サービ
スの推進

①　｢主要な施策の成果に関する報告書｣に掲載されている事業をピックアップし、市民にわかりやす
い情報の提供方法を検討し、事業の可視化を進める。
②　事業別行政コスト計算書の活用方法についての検討を行うとともに、本市の事業内容を市民に
わかりやすい形で情報提供を行う。
③　部目標・課目標設定シートについて、目標に対する評価がより明確になるよう、運用方法や目
標・指標の設定について周知を行い、庁内における意識の共有を図る。

備
考

行政・民間事業者・NPO法人等、多様な主体の中から
最適な経営主体を検討

小分類 ①

自己評価

1．事務事業の分析・評価や事業別コスト計算書の活用方法については第1次アクションプランにお
いて検討を重ねてきたが、効果的な方法が定まっていない。
2．組織の主要な事業の確実な実施を目的に、平成25年度より部目標を、平成26年度より課目標を
設定し、運用している。

1．事務事業の評価方法や評価基準などを構築する必要がある。併せて、事業別行政コスト計算書
の活用方法を検討する。
２．組織目標の適正な執行及び管理を行うため、部目標・課目標設定シートについて、これまでの2ヵ
年の運用実績を踏まえ、目標や指標の設定などを見直す必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

1
体
系
分
類

事業・業務の効率化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (1) 事務事業の最適化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ テーマを決めた汎用的な改善手法の検討

・ 改善結果の予算、人員要求への反映

・ 業務改善に関する全庁周知の実施

目　標 結　果

・ テーマを決めた汎用的な改善手法の検討

・ 改善結果の予算、人員要求への反映

・ 業務改善に関する全庁周知の実施

平
成
29
年
度

2

　　平成28年度と同じ

自己評価

№

2

所管課

企画部　行財政改革推進課

新規・継続の別

継続

プログラム名

業務手順の改善

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
効率的な市民サービ
スの推進

① 改善効果が高いと見込まれる業務を、ABCデータなどをもとにテーマを決めて抽出し、分析・改善
を行うことにより、汎用的な改善手法を検討する。
② 例年の予算要求や人員要求に際し、当該業務の可視化による分析・改善を行うことにより、改善
を恒常的な取り組みとしていく。
③ 上記の改善事例を全庁に周知し、更なる改善の取り組みに繋げていく。

備
考

行政・民間事業者・ＮＰＯ法人等、多様な主体の中から
最適な経営主体を検討

小分類 ①

自己評価

　第1次アクションプランにおいて、業務の効率化を進めるため業務手順の可視化による分析の手法
を検討し、事務の改善に活用してきたが、一部の部署での実施にとどまっており、取り組みも断続的
なものとなっている。

　業務改善を全庁的な取り組みとして継続していくための仕組みを整えるとともに、積極的な改善実
施を所管課へ促すことが必要となっている。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

1
体
系
分
類

事業・業務の効率化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (1) 事務事業の最適化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・　アウトソーシング基準の改正
・　アウトソーシングの更なる推進
・　アウトソーシングされている業務の検証

目　標 結　果

・　アウトソーシングの更なる推進
・　アウトソーシングされている業務の検証

平
成
29
年
度

① 市が直営で行う事務事業について、アウトソーシングの可能性を検証し、最適な運営方法を導入
する。
② 業務委託等を中心に、委託内容の妥当性や更なる効率化等について検証する。

3

自己評価

№

3

所管課

企画部　行財政改革推進課

新規・継続の別

継続

プログラム名

アウトソースの活用

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
効率的な市民サービ
スの推進

① 市政戦略会議からの答申等を踏まえ、アウトソーシング基準を改正する。
② 市が直営で行う事務事業について、アウトソーシングの可能性を検証し、最適な運営方法を導入
する。
③ 業務委託等を中心に、委託内容の妥当性や更なる効率化等について検証する。

備
考

行政・民間事業者・ＮＰＯ法人等、多様な主体の中から
最適な経営主体を検討

小分類 ②

自己評価

　本市では、高度な専門性を必要とする業務や大量定型業務等について、市民サービスの向上やコ
スト縮減などの観点から、様々な手法のアウトソーシングを活用し、積極的に運営方法の効率化を
図ってきた。

1．現行のアウトソーシング基準は制定後約10年が経過しているため、内容を見直す必要がある。
2．アウトソーシングの手法や適用範囲は、時代とともに変化・拡大しているため、導入可能な分野や
業務について、定期的に検証する必要がある。
3．アウトソーシングが導入されて長期間経過している事務事業などについて、コストメリットや有効性
が薄れていないか等について、検証する必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

1
体
系
分
類

アウトソースの活用

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (1) 事務事業の最適化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

目　標 結　果

平
成
29
年
度

・ 所管課による用途別個別計画の策定

4

　市川市公共施設等総合管理計画に定めた将来のあり方や目標数値を実現するための具体的手
法について検討する
　　①公共施設の管理経費削減手法の検討（指定管理者・民営化・業務合理化など）
　　②公共施設を活用した収入増加手法の検討（売却・貸付など）
　　③市民ニーズに対応した施設管理手法の検討（利用率や稼働率の向上など）
　　④公共施設の総保有量削減に向けた検討（民営化、売却、減築、複合化など）
　　⑤公共施設等総合管理計画の周知
　　⑥個別計画の策定を支援

自己評価

№

4

所管課

　　　経営改革室　経営改革課

新規・継続の別

継続

プログラム名

公共施設等総合管理計画の推進

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
効率的な市民サービ
スの推進

　市川市公共施設等総合管理計画に定めた将来のあり方や目標数値を実現するための具体的手
法について検討する
　　①公共施設の管理経費削減手法の検討（指定管理者・民営化・業務合理化など）
　　②公共施設を活用した収入増加手法の検討（売却・貸付など）
　　③市民ニーズに対応した施設管理手法の検討（利用率や稼働率の向上など）
　　④公共施設の総保有量削減に向けた検討（民営化、売却、減築、複合化など）
　　⑤公共施設等総合管理計画の周知
　　⑥個別計画の策定を支援

備
考

行政・民間事業者・ＮＰＯ法人等、多様な主体の中から
最適な経営主体を検討

小分類 ①

自己評価

　公の施設の経営効率化についてはこれまで、市政戦略会議の答申等を踏まえ、個別に検討を進
めてきた。しかし、人口の減少や市民ニーズの多様化、財政状況の変化及び施設の老朽化への対
応、また、民間活力の活用を推進するために、本市が保有する全公共施設等について見直しを行
い、市民サービスの維持向上と経営健全化を推進していくことが重要である。

　今後は公共施設等をサービス面及び機能面などから評価を行った上で、そのサービスを提供する
場としての公共施設の将来のあり方について「市川市公共施設等総合管理計画」及び「用途別の個
別計画」に基づき総合的に判断していく必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

1
体
系
分
類 施設の質と量の最適

化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (3) 施設の最適化

・ 用途別個別計画の素案策定



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

評　　価

備

考

5

平
成
29
年
度

取り組み内容

　更なる収納率の向上を図るため、現年課税分と滞納繰越分それぞれに目標収納率を設定し、より
効率的な滞納整理を実践する。
 ① 職員に滞納整理ガイドライン等を明示する。
 ② 外部研修への積極的な派遣により職員の資質向上を図る。
 ③ 定期的に課内会議を実施し、組織目標への取組みを職員全員で研究・検証し、効率的な滞
納整理を実施する。
 ④ 平成27年10月に立ち上げた「市川市納税催告センター」の効果を検証し、現年対策に反映
させる等して、収納率の向上を図る。
 ⑤ 自動車の差押、捜索、不動産のインターネット公売など効果的な滞納整理を行なう。
 ⑥ 収納環境の整備の一環として口座再振替者に対して文書催告を行なうことで、再振替率の
向上を図る。

目標と結果 ・ 収納率   現年課税分　　98.7%
　　　         滞納繰越分　　33.0%

目　標 結　果

結　果目　標

・ 収納率　　現年課税分　　98.6%
　　　　　　  　滞納繰越分  　31.5%

平
成
28
年
度

取り組み内容

　更なる収納率の向上を図るため、現年課税分と滞納繰越分それぞれに目標収納率を設定し、より
効率的な滞納整理を実践する。
 ① 職員に滞納整理ガイドライン等を明示する。
 ② 外部研修への積極的な派遣により職員の資質向上を図る。
 ③ 定期的に課内会議を実施し、組織目標への取組みを職員全員で研究・検証し、効率的な滞納
整理を実施する。
 ④ 平成27年10月に立ち上げた「市川市納税催告センター」の効果を検証し、現年対策に反映させ
る等して、収納率の向上を図る。
 ⑤ 自動車の差押、捜索、不動産のインターネット公売など効果的な滞納整理を行なう。
 ⑥ 収納環境の整備の一環として口座再振替者に対して文書催告を行なうことで、再振替率の
向上を図る。

目標と結果

評　　価

№

5

所管課

財政部　納税・債権管理課

新規・継続の別

継続

プログラム名

負担の公平性の確保（市税）

大分類 財政健全化

小分類 ①

現　　状
　効果的な滞納整理を行なったことにより、収入未済額は大幅に減少した。
　　　平成23年度末　51.2億円　⇒　平成26年度末　26.8億円　（▲24.4億円　▲47.7%）

課　　題
　1． 現年課税分を滞納繰越とさせない対策を講じる必要があること。（現年対策）
　2． 困難事案に対する組織的な対応が必要であること。

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類

自主財源の確保

行政資源配分
の最適化

公平性の観点による自主財源の確保 中分類 (2) 歳入の確保

新しい公共

市民本位の
行政

市民一人ひとりの公平・適正な税負担



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

№ プログラム名 新規・継続の別 所管課

6 負担の公平性の確保（市税以外） 継続 財政部　財政課

新しい公共 小分類 ① 自主財源の確保

平
成
28
年
度

取組内容

　市税以外の債権管理に関する事務処理について、負担の公平性の確保を目的とした統一的な枠
組みとなる条例を制定することにより、市全体で適正な債権管理を実現する。
　
○適正な債権管理体制への取り組み
　累増してきている私債権の収入未済額に歯止めをかける取り組みとして、収納することが困難な案
件への適切な対応を図るため、債権放棄の規定を盛り込んだ条例を制定し、適切な進行管理を行
う。

目　標 結　果

現　　状
　市税を除く収入の徴収、管理等については、納税・債権管理課が定める債権管理マニュアルにより
処理しており、市としての共通認識がなされているところである。しかし、市税を除く一般会計の収入
未済額は増加傾向となっており、公平な負担とはいえない状況である。

課　　題
　本市の市税以外の私債権における収入未済額は、26年度決算において約7億5千万円にもなって
いる。特に私債権は根拠法令が煩雑なこと等により、債権者としての統一的な対応が図られていると
は言えず、負担の公平性を確保を実現する上で課題である。

改
革
の
視
点

財政健全化

行政資源配分
の最適化

公平性の観点による自主財源の確保 中分類 (2) 歳入の確保

市民本位の
行政

市民一人ひとりの公平・適正な税負担
体
系
分
類

大分類 2

備
考

平
成
29
年
度

6

・ 市川市債権管理条例の制定

・ 収納率の向上

自己評価 　

取組内容

　市税以外の債権管理に関する事務処理について、負担の公平性の確保を目的とした統一的な枠
組みとなる条例等により、市全体で適正な債権管理を実現する。

○収入未済額の縮減
　　債権管理条例に基づく適切な進行管理を行うことで、私債権の収入未済総額の縮減を進める。

目　標 結　果

・ 収入未済額の縮減

・ 収納率の向上

自己評価
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平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 使用料を改定し、市民等へ周知する

目　標 結　果

・ 新料金の適用

平
成
29
年
度

7

① 新料金の適用
② 施設使用の活性化を図る

自己評価

№

7

所管課

文化スポーツ部　文化振興課

新規・継続の別

継続

プログラム名

使用料の見直し

市民本位の
行政

大分類 財政健全化

① 使用料改定議案の作成、指定管理者との調整
② 使用料改定にかかる条例の改正
　　　直営施設　：　使用料条例
　　　指定管理施設　：　設置及び管理に関する条例
③ 市民等へ周知
④ 施行（10月1日　予定）

備
考

小分類 ②

自己評価

　本市の公民館や体育館等の施設使用料については、平成26年度に受益者負担の適正化を図る
ため見直しを行なったが、文化施設は、施設利用者だけではなく、公演等を通じて市民が鑑賞の機
会として利用する施設であるという特殊性を有しているため、公民館等の施設とは別に検討していく
こととした。
　このため、外部有識者を交えた「文化施設使用料検討懇話会」を開催し意見を伺うなど、今後も市
民に質の高い文化芸術事業を提供していくこと、並びに受益者負担の適正化を図ることを目的に、
ホールやギャラリーなどの文化ホールについて、近隣施設との競争性や長期貸しなどの利用実態を
考慮しながら、施設使用料の改定を検討している。

1．文化施設における使用料の適正化を図る。
2．指定管理施設における使用料を見直す際には、利用料金制と指定管理料について指定管理者
との協議を要する。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類

受益と負担の適正化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

受益者負担の適正化 中分類 (2) 歳入の確保
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平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 収納率　　　　現年課税分　　88.0％
　　　　　　 　　　 滞納繰越分　　22.4％
・ ジェネリック医薬品使用率
　　　　数量ベース　         65.0％　（年度末）

目　標 結　果

・ 収納率　　　現年課税分　　89.0％
　　　　　 　　　 滞納繰越分　　23.0％
・ ジェネリック医薬品使用率
　　　　数量ベース　         ７0.0％　（年度末）

平
成
29
年
度

8

① 滞納の縮減に向けた取り組みを強化し、収納率向上を図る
② 景気の動向、社会保障と税の一体改革による運営主体の広域化など、改正動向等を見極め、保
険税の体系を検討する
③ 医療費の適正化に向けた取り組みを実施する

自己評価

№

8

所管課

　　　保健部　国民健康保険課
　　　保健部　疾病予防課

新規・継続の別

継続

プログラム名

国民健康保険特別会計の経営健全化

市民本位の
行政

丁寧で柔軟な対応 大分類 財政健全化

① 滞納の縮減に向けた取り組みを強化し、収納率向上を図る
　・自宅などの財産捜索、インターネット公売などの滞納処分の拡充を図る
　・職場内研修以外にも、外部研修への積極的な参加を通じて、職員の資質の向上を図る
② 安定的な財政運営を図るため、平成30年度からの国民健康保険広域化に向けて、関係機関
　　との協議を進めるとともに、保険税の体系を検討する
③ 医療費の適正化に向けた取り組みを実施する
　・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品の差額通知発送対象者を拡大し、普及を推進する
　・特定健診の検査項目を追加し、より精度の高い検査を可能としたうえ拡充を図る
　・糖尿病が重症化するリスクの高い被保険者を対象に生活指導を行い、人工透析への移行を阻止
する糖尿病性腎症重症化予防事業を実施する

備
考

小分類 ①

自己評価

　低所得者層や65歳から74歳までの高齢者の加入割合が多いという、構造的な問題から国民健康
保険税の収納率が低迷している一方、医療技術の高度化などにより、医療費は増大しており、収入と
支出のバランスが悪化している。
　そのため、一般会計から多額の繰入を要するなど、国民健康保険の経営は厳しさを増している。
　第１次アクションプランでは、保険税率等の改正や、収納体制の強化などに取り組み、収納率の向
上、未収繰越額の削減が図られた。また、ジェネリック医薬品普及の取組みの結果、使用率も上昇
し、効果が現れてきていることから、経営健全化が着実に図られている。

1．収納率の向上
2．医療費の適正化
　などへの取組により、経営健全化を図る必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類 特別会計・公営企業

会計の経営健全化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量・配置の適正化
公平公正な受益者負担の実現

中分類 (3) 歳出の適正化
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新しい公共

下水道使用料収納率向上による負担の公平化と自主
財源の確保

中分類 (3) 歳出の適正化

・ 収納率　　　現年度分　　　 97.8％
　　　　　　　　  滞納繰越分　　14.0％

・ 口座振替率　　　　70％

備
考

小分類 ①

自己評価

　今後、外かく環状道路や都市計画道路3･4･18号の整備に伴い、下水道の面的整備が本格化し、
多額の事業費が見込まれる。
　また、下水道事業維持管理費の財源となる下水道使用料の収納率は、ここ数年、現年度分で約
97％、滞納繰越分で約13％で推移しており、不納欠損額が年々増加している。

1．工事手法等の検討を行いコスト削減に取り組むとともに、下水道中期ビジョンに基き計画的に整
備を行っていく必要がある。
2．収納率向上のため、口座振替の更なる推進や休日訪問の実施、滞納処分の執行を行うとともに、
徴収事務委託者と連携した徴収体制を強化していく必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類 特別会計・公営企業

会計の経営健全化

行政資源配分
の最適化

9

① 基本方針として，収入未済額の圧縮、収納率の向上を図り、目標の収納率を実現する。
　　・ 口座振替の推進
　　・ 徴収事務委託者と連携した徴収体制の強化
　　・ 滞納整理の強化
②  国からの要請等により公営企業会計の財務規定等の適用に取り組む

自己評価

№

9

所管課

水と緑の部　河川・下水道管理課
水と緑の部　河川・下水道整備課

新規・継続の別

継続

プログラム名

下水道事業特別会計の経営健全化

市民本位の
行政

大分類 財政健全化

① 基本方針として，収入未済額の圧縮、収納率の向上を図り、目標の収納率を実現する。
　　・ 口座振替の推進
　　・ 徴収事務委託者と連携した徴収体制の強化
　　・ 滞納整理の強化
② 国からの要請等により公営企業会計の財務規定等の適用に取り組む

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

目　標 結　果

平
成
29
年
度

・ 収納率　　　現年度分　　　 97.9％
　　　　　　　　  滞納繰越分　　14.2％

・ 口座振替率　　　　70％
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平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 開設権譲渡先の決定
・ 市場再整備計画の策定
・ 貸付及び譲渡に伴う条件の合意形成

目　標 結　果

・ 市場整備の推進
・ 特別会計の廃止
・ 開設権の譲渡

平
成
29
年
度

10

　民営化に向け以下の事項に取り組む
　　① 市場の開発行為を完了させるための整備を進める。
　　② 特別会計の廃止などの手続きを進める。
　　③ 関連事業者棟以外の建物について譲渡に向け修繕等を進める。
　　④ 市場の再整備計画に基づく工事等を進める。
　　⑤ その他民営化に向けた課題の解決や事業者との合意を図る。
　　⑥ NEXCOが要望している側道用地部分を売却する。

自己評価

№

10

所管課

　　　経営改革室　経営改革課
　　　経済部　農政課

新規・継続の別

継続

プログラム名

地方卸売市場事業特別会計の経営健全化

市民本位の
行政

食品流通の円滑化 大分類 財政健全化

 民営化に向け以下の事項に取り組む
　　① 開設権を譲渡する相手方の組織形態等を決定する。
　　② 土地及び関連事業者棟の貸し付け条件について詳細な内容を協議し、合意を図る。
　　③ 市場の開発行為を完了させるためのスケジュールを検討する。
　　④ 市場の再整備について事業者との合意を図る。
　　⑤ 関連事業者棟以外の建物について譲渡に向け修繕等を進める。
　　⑥ 特別会計の廃止などの手続きを整理する。
　　⑦ その他民営化に向けた課題の解決や事業者との合意を図る。

備
考

民営化の推進 小分類 ①

自己評価

　道路交通網の充実とともにコールドチェーン等物流機能が高度化している中で、市民や生産者、
小売業者のニーズが変化してきている。
　地方卸売市場が今後も維持・発展を続けるためには、民間の創意工夫やニーズへの迅速な対応
が求められることから、民営化（市場開設権の譲渡）に取り組んでいる。

　土地及び関連事業者棟の賃借料については概ね合意を得たが、今後、詳細な貸し付け条件につ
いて協議を進めていく必要がある。
　また、開発行為を完了させるための要件が整っていないことから、民営化に向け市場の再整備につ
いて協議を進める必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

２
体
系
分
類 特別会計・公営企業

会計の経営健全化

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (3) 歳出の適正化
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備
考

平
成
29
年
度

11

・ 収納率　　　現年賦課分　     　 98.1％
　                 滞納繰越分　     　 12.5％

・ 総合事業における体制の整備

自己評価

取組内容

①　収納対策の強化
　　・催告書送付（４月、７月、１１月）
　　・訪問徴収（指導）の実施
　　・これまでの収納対策取り組みの評価を行う
②　持続可能な介護保険制度の構築
　○ 地域支援事業拡充の推進
　　・ 総合事業の体制を整備する
　　・ 介護予防事業の拡充と市民主体による介護予防活動の推進
　　・ 認知症対策事業の実施
　○ 効果的な介護予防ケアマネジメントの普及
　　・ 自立の促進と重度化予防を推進するため、効果的なケアマネジメントを推進する

目　標 結　果

・ 収納率　　　現年賦課分　　98.1％
　　　　　　 　　 滞納繰越分　　12.5％

・ 総合事業における体制の整備

自己評価

現　　状 　高齢化等による介護サービスを必要とする人口の増加により、保険給付費が増大している。

課　　題
　介護保険料の収納対策を継続し収納率の向上を行いつつ、介護予防のための事業を推進するこ
とで保険給付費の抑制に取り組み、持続可能な介護保険制度を構築することが求められている。

改
革
の
視
点

財政健全化

行政資源配分
の最適化

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (3) 歳出の適正化

市民本位の
行政

丁寧で柔軟な対応
体
系
分
類

大分類 2

平
成
28
年
度

取組内容

① 収納対策の強化
　　・ 催告書送付（4月、7月、11月）
　　・ 訪問徴収（指導）の実施
　　・ 口座振替勧奨の実施
② 持続可能な介護保険制度の構築
　○ 地域支援事業拡充の推進
　　・ 総合事業の体制を整備する
　　・ 介護予防事業の拡充と市民主体による介護予防活動の推進
　　・ 認知症対策事業の実施
　○ 効果的な介護予防ケアマネジメントの普及
　　・ 自立の促進と重度化予防を推進するため、効果的なケアマネジメントを推進する

目　標 結　果

新しい公共 小分類 ①
特別会計・公営企業
会計の経営健全化

№ プログラム名 新規・継続の別 所管課

11 介護保険特別会計の経営健全化 継続
　福祉部 福祉政策課
　　　　　　地域支えあい課、介護福祉課
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平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 口座振替率　　　　　　　　54.5％

目　標 結　果

・ 口座振替率　　　　　　　　56.3％

平
成
29
年
度

12

　未納者の納付状況等を分析しつつ、収入未済額の縮減に向けて口座振替を推進し、口座振替者
の割合の向上を図る。
　・普通徴収者、転入者及び75歳に到達し、新たな被保険者となった者に対し継続して口座振替を
推進し、収納未済額の縮減を図る。
　・分析に基づいて、効果的に新たな施策を行う。

自己評価

№

12

所管課

保健部　国民健康保険課

新規・継続の別

継続

プログラム名

後期高齢者医療特別会計の経営健全化

市民本位の
行政

丁寧で柔軟な対応 大分類 財政健全化

　未納者の納付状況等を分析しつつ、収入未済額の縮減に向けて口座振替を推進し、口座振替者
の割合の向上を図る。
　・普通徴収者や転入者に対して継続して口座振替の推進を行う。
　・75歳となり新たに後期高齢者医療保険の被保険者となった者は、特別徴収の手続きが完了する
までの間、普通徴収であることが主な未納の理由となっている。そこでそれまでの間の納付を口座振
替とするために、重点的に口座登録を推進し、収入未済額の縮減を図る。

歳出の最適化

備
考

小分類 ①

自己評価

　負担の公平性の観点からも、効率的な収納対策を確立し、更なる収入未済額の縮減に取り組む必
要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類 特別会計・公営企業

会計の経営健全化

　後期高齢者医療特別会計の事業主体は｢千葉県後期高齢者医療広域連合」であるが、被保険者
（原則７５歳以上の後期高齢者）及び医療費の増加に伴い、広域連合への負担金が年々増大してい
る。
　広域連合と市町村間の事務分担は決められており、保険料の徴収は市町村が行なうこととなってい
るため、第１次アクションプランにおいて、保険料の収納対策を強化した結果、収納率の向上を図る
ことが出来た。

新しい公共

コストや人員の投入量・配置の適正化 中分類 (3)
行政資源配分
の最適化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (3) 歳出の適正化

備
考

最適な経営主体及び管理運営方法を検討 小分類 ①

自己評価

　リハビリテーション病院は、これまでに平成21年度に策定した「市川市リハビリテーション病院改革
プラン」に基づいて経営改善等に取り組み、29年度より地方公営企業法の一部適用から全部適用
(以下「全適」という。)による経営形態への移行を予定していた。
　しかし、28年度末をもって大学医局からの医師派遣が終了することになったため、急遽医師を確保
するとともに新たな医療提供体制を整える必要性が生じたことから、経営形態の移行を当面の間延
期せざるを得ない状況にある。

　医師をはじめとする医療スタッフを適切に確保し、29年度以降の新運営体制を構築するとともに、
新体制のもと新公立病院改革プランに基づき経営改善を推進していく必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

2
体
系
分
類 特別会計・公営企業

会計の経営健全化

行政資源配分
の最適化

13

① 運営形態移行の推進
　　全適移行への手続再開のため、病院運営体制の再構築を図る。
② 安定的な医療の提供
　　医師、看護師等の不足による医療機能の低下をきたすことがないよう、確保した医療スタッフ
による診療の運営体制を構築し、安定した医療を提供する。
③ 経営の効率化
　　新公立病院改革プランにおける年度別アクションプランの目標値達成を図る。
　　　　　・病床利用率　　　・医業収益の向上　　　・外来患者数の増など

自己評価

№

13

所管課

   保健部　保健医療課
   保健部　リハビリテーション病院

新規・継続の別

継続

プログラム名

病院事業会計の経営健全化

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類 財政健全化

① 医療スタッフの確保
　　医師、看護師等の不足による医療機能の低下をきたすことがないよう、医療スタッフの確保を図
る。
② 経営の効率化
　　新公立病院改革ガイドラインに基づき、新公立病院改革プランを策定し、経営効率化を目指す。
  　　　 ・病床利用率　　　・医業収益の向上　　　・外来患者数の増など平

成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・  医療スタッフ（医師）の確保　　7名

・ 新公立病院改革プランの策定

目　標 結　果

・ 全適移行手続きの再開
・ 新医療スタッフ（医師）での安定した医療提供
・ 病床利用率　　85％以上

平
成
29
年
度



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

新しい公共

人的資源活用の適正化 中分類 (1)
人事・給与制度の適
正化

備
考

小分類 ①

自己評価

　分限処分については、市川市職員の分限に関する条例に基づき、市川市職員分限懲戒審査会の
審査を経て処分を決定しているが、十分な運用がなされていない。

 分限処分について運用基準を策定し、適正な運用を図る必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

人事制度

行政資源配分
の最適化

14

  分限制度の運用について、検証を行なう。

自己評価

№

14

所管課

総務部　人事課

新規・継続の別

継続

プログラム名

分限制度の適正な運用

市民本位の
行政

大分類
最適な執行体制の確
立

分限制度を円滑に運用することで、適正な処遇を実施し、公務能率の維持向上を図る。
　①市川市職員の分限に関する条例の一部改正を行い、「降給」に関する条文を追加する
　②市川市職員分限処分実施要綱を制定する
　③勤務実績不良者への是正指導体制を構築する

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 分限に関する条例の一部改正

・ 分限処分要綱の制定

目　標 結　果

・ 分限制度の検証

平
成
29
年
度



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

新しい公共

人的資源活用の適正化 中分類 (1)
人事・給与制度の
適正化

備
考

小分類 ②

自己評価

　職員の新規採用において、優秀な人材を採用するためには、より多くの受験者数を確保するこ
とが重要であるが、特に技術職の職員については、応募者が少なく合格者が募集人数に達しな
い状況にある。

1．受験者数を確保するため分析・対応が必要（特に技術職）
2．採用辞退の防止

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

人事管理

行政資源配分
の最適化

15

① 年齢学歴撤廃枠による技術職の採用試験を継続する
② 初級枠においても技術職の採用試験を実施する
③ 大学内で開催される学生向け就職説明会でのＰＲ活動を拡大する
④ 技術職の採用試験方法変更の試行に向けた準備を行う
⑤ 最終合格通知後に内定者を集めた説明会を実施し、市役所の様々な情報への理解と内定
者間の親睦を図る。
⑥ 内定者に定期的にメール等で庁内の出来事や近況を報告し、内定者との関係を維持する。
⑦ 採用辞退理由の分析を行い、採用辞退の防止に努める

自己評価

№

15

所管課

総務部　人事課

新規・継続の別

新規

プログラム名

人材の確保

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
最適な執行体制の
確立

① 年齢学歴撤廃枠による技術職の採用試験を継続する
② 初級枠においても技術職の採用試験を実施する
③ 大学内で開催される学生向け就職説明会でのＰＲ活動を拡大する
④ 技術職の採用試験方法の見直しについて検討する
⑤ 最終合格通知後に内定者を集めた説明会を実施し、市役所の様々な情報への理解と内定
者間の親睦を図る
⑥ 内定者に定期的にメール等で庁内の出来事や近況を報告し、内定者との関係を維持する
⑦ 採用辞退理由の分析を行い、採用辞退の防止に努める

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 採用計画における職員の確保　　　　100％

目　標 結　果

・  採用計画における職員の確保　　　　100％

平
成
29
年
度



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

新しい公共

人的資源活用の適正化 中分類 (1)
人事・給与制度の適
正化

備
考

小分類 ②

自己評価

　時間外勤務や年次休暇の取得状況が部署により大きく異なっている。
　また、次世代育成支援行動計画、女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画などの各
種計画において、職員のワークライフバランスの向上を目指している。

　職員の能力を十分に発揮していくためにも、健康管理や組織管理の面から時間外勤務や年次休
暇取得の平準化を図り、業務の効率化を図っていく必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

人事管理

行政資源配分
の最適化

16

　時間外勤務や年次休暇取得の状況を検証し、課題がある部署については対策を講じることで職員
間の不均衡を是正し、その平準化や効率化を図る。

自己評価

№

16

所管課

　　　　総務部　人事課、職員課
　　　　企画部　行財政改革推進課

新規・継続の別

新規

プログラム名

人材の有効活用

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類
最適な執行体制の確
立

　時間外勤務や年次休暇取得の状況を検証し、課題がある部署については対策を講じることで職員
間の不均衡を是正し、その平準化や効率化を図る。

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 勤務実態の把握・分析（試行）

・ 改善策の検討

目　標 結　果

・ 勤務実態の把握・分析（全部署）

・ 改善策の検討

平
成
29
年
度



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

備
考

平
成
29
年
度

17

・ 職員意識調査（モラールサーベイ）の実施
・ 意識向上に関する情報発信回数　12回以上

自己評価

取組内容

①職員の改善・改革意識の向上
　　・　職員意識調査（モラールサーベイ）の実施
　　・　改善・改革意識の向上に関する情報発信を行う
②政策形成の基礎となる法務能力の向上
　　・　１～４級職法令研修の実施及びフォローアップ
　　・　「自治体法務検定」の実施、結果の分析及び評価

目　標 結　果

職員意識調査（モラールサーベイ）の「改善・改
革意識」における数値が前年度を上回ること

自己評価

現　　状 　市民ニーズが多様化、複雑化する中で、より質の高い行政運営が求められている。

課　　題
　より質の高い行政運営を行うためには、市民に信頼される職員の育成が必要である。そのために、
職員の改善・改革意識の向上と、政策形成能力の向上を図る。

改
革
の
視
点

最適な執行体制の確
立

行政資源配分
の最適化

人的資源を効果的に活用するため、職員の政策形成能
力の向上を図る

中分類 (1)
人事・給与制度の適
正化

市民本位の
行政

多様化、複雑化する市民ニーズに的確に対応し、市民に
信頼される職員を育成する 体

系
分
類

大分類 3

平
成
28
年
度

取組内容

① 職員の改善・改革意識の向上
　　・　職員意識調査（モラールサーベイ）の実施
　　・　改善・改革意識の向上に関する積極的な情報発信を行う
② 政策形成の基礎となる法務能力の向上を図るため、１～４級職で実施する法令研修の履修（効果
測定有り）を、上位職への昇任要件のひとつとする。特に４級職においては、総合的な効果測定とし
て自治体法務検定を実施する。
　　・　昇任制度改正の周知
　　・　１～３級職法令研修の実施
　　・　４級職法令研修（自治体法務研修）の実施
　　　　　自治体法務検定の受検に向けた自己学習の支援を目的とする
　　・　「自治体法務検定」の実施、結果の分析及び評価

目　標 結　果

新しい公共 小分類 ③ 人材育成

№ プログラム名 新規・継続の別 所管課

17 人材育成の推進 継続 総務部　人事課　人材育成担当室



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 効率的、効果的な組織編制

目　標 結　果

・ 効率的、効果的な組織編制

平
成
29
年
度

18

①　社会経済情勢や本市の重点施策等を見据えた上で、効率的な組織編制を行う。

自己評価

№

18

所管課

企画部　行財政改革推進課

新規・継続の別

継続

プログラム名

効率的な組織体制の構築

市民本位の
行政

本市を取り巻く社会環境の変化に的確に対応していく
ことができる効率的な組織体制の構築

大分類 最適な執行体制の確立

① 社会経済情勢や本市の重点施策等を見据えた上で、効率的な組織編制を行う。

② 3年目を迎えたグループ制の課題を明確にするため、グループ制の実態の調査・分析を行う。

備
考

新しい公共の担い手作りを支援する体制 小分類 ①

自己評価

　本市ではこれまで、重点施策等の実行に際し、組織体制を整備した上で取り組んできたこと、また、
スタッフ制を採用していることから、他市と比べて組織数が多いという特徴がある。
また、課内体制について、フラット制をとっていた課についてもすべてグループ制とする見直しを行っ
てから２年が経過したことから、検証の時期に来ている。

1．国の法改正や制度改正、社会経済情勢等に対し、適確に組織編制を行う必要がある。
2．グループ制導入後２年が経過していることから、現在の状況に関する検証とそれに伴う修正が必
要となっている。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

組織編制

行政資源配分
の最適化

新しい公共

施策の方向性を踏まえた、適正規模の組織体制の構
築

中分類 (2) 組織・定員の適正化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 平成29年4月1日の常勤職員数　3,237人以下

目　標 結　果

・ 平成30年4月1日の常勤職員数　3,237人以下

平
成
29
年
度

19

① 平成26年度に策定した「市川市定員管理方針」に基づき、常勤職員数（正規職員と常勤再任用
職員の合計）を前年度より増やさないことを原則に、民営化などの行財政改革の進捗にあわせて適
正な職員数にする。
② 地方分権の更なる進展や今後の新たな行政需要に対しては、民間活力の有効活用や人的資源
の再配分により対応する。

自己評価

№

19

所管課

企画部　行財政改革推進課

新規・継続の別

継続

プログラム名

定員適正化の推進

市民本位の
行政

ニーズに的確に応える市民サービスの提供の実現 大分類 最適な執行体制の確立

①  平成26年度に策定した「市川市定員管理方針」に基づき、常勤職員数（正規職員と常勤再任用
職員の合計）を前年度より増やさないことを原則に、民営化などの行財政改革の進捗にあわせて適
正な職員数にする。
②  地方分権の更なる進展や今後の新たな行政需要に対しては、民間活力の有効活用や人的資源
の再配分により対応する。

備
考

民間活力の有効活用 小分類 ②

自己評価

　平成10年からの定員適正化の取り組みにより、正規職員については平成10年度の4,073人に対し
平成27年度には3,237人となり、836人の減を達成した。その一方、正規職員を減員するための民間
活力の有効活用及び多様な勤務形態の活用を進めた結果、外部への民間委託及び非常勤職員数
が増えている現状にある。

　外部委託をコントロールしつつ、人的資源を最大限に活用し、必要に応じて人的資源の再配分を
行うことで、より適正な定員管理を行っていくことが課題である。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

定員

行政資源配分
の最適化

新しい公共

コストや人員の投入量の適正化 中分類 (2) 組織・定員の適正化



第２次アクションプラン　個別プログラムシート

平
成
28
年
度

取組内容

取組内容

結　果目　標

・ 協働の実態に係る調査・分析の実施

目　標 結　果

・ 協働に関する職員向けガイドブック(仮）の作成
及び周知

平
成
29
年
度

20

　ワーキンググループ等により、各部署の実状にあった一定のルールを定め、協働事業の推進を図
る。

自己評価

№

20

所管課

　企画部　企画課、行財政改革推進課
　市民部　ボランティア・ＮＰＯ課

新規・継続の別

継続

プログラム名

協働推進体制の構築

市民本位の
行政

市民ニーズの早期かつ的確な把握とすばやい対応が
実現される公共サービス提供体制の構築

大分類 最適な執行体制の確立

　ワーキンググループ等を立ち上げ、本市において各部署が行っている協働の実態について調査を
行い、一定のルールづくりに向けての分析、検討を行なう。

備
考

ＮＰＯ法人等の市民活動団体を中心とする多様な主体
が公共サービスを提供する市民社会の実現

小分類 ①

自己評価

　現在、各所管では市民等と協働で様々な事業を推進しているが、本市には協働について明文化さ
れた定義などがなく、所管ごとの考えのもと、事業を展開している。

　市川市として協働を推進していくためにも、各部署の実状にあったルール作りを行い、所管はそれ
に基づき市民活動団体等との協働を築き上げていく必要がある。

現　　状

課　　題

改
革
の
視
点

3
体
系
分
類

推進体制の構築

行政資源配分
の最適化

新しい公共

中分類 (3) 協働の推進
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